



































































































































































































































































































































































































































































自宅診察料 0.50 0.50 ～ 2.00
往診料 2.00 2.00 ～ 5.00
体格検査料 1.00 1.00 
肢体検査料 1.00 2.00 ～ 5.00
2. 薬価
水散丸錠剤（1日） 0.18 0.20 
頓服薬（1回） 0.15 0.15 
含嗽薬（1剤） 0.18 0.20 
膏薬（1剤） 0.18 0.20 
罨法薬（1剤） 0.18 0.20 
吸入薬（1剤） 0.18 0.20 
洗浄薬（1剤） 0.18 0.20 
尿道注入薬（1剤） 0.18 0.20 
塗布薬（1剤） 0.18 0.20 
座薬（1個） 0.09 0.10 
点耳薬（1剤） 0.18 0.20 
点眼薬（1剤） 0.18 
巴布（1剤） 0.18 0.20 
3. 手術料及手入料
注射料（1回） 0.50 ～ 1.00 0.50 ～ 1.00
膣及子宮洗浄（1回） 0.30 ～ 0.50 0.30 ～ 0.50
膀胱洗浄（1回） 0.30 ～ 0.50 0.30 ～ 0.50
尿道洗浄（1回） 0.30 ～ 0.50 0.30 ～ 0.50
耳鼻咽喉に関する手入料（1回） 0.20 ～ 0.50 0.20 ～ 0.50
洗眼料（1回） 0.15 ～ 0.30 0.15 ～ 0.30
灌腸料（1回） 0.50 0.50 
外科手入料（1回） 0.20 ～ 2.00 0.20 ～ 2.00
手術料（1回） 0.50 ～ 0.50 ～
4. 書類作成料
普通診断書料（1通） 0.50 0.50 ～ 2.00
死亡診断書料及死体検案書料（1通） 1.00 0.50 ～ 1.00























































































































































































種別 名称 所在地 統合・開設経緯
病院 宮古地方病院 宮古市 私立病院を買収（1944 年）
病院 千厩地方病院 東磐井郡千厩町 私立病院を買収（1944 年）
病院 和賀病院 和賀郡黒沢尻町 私立病院を買収（1944 年）
病院 大迫病院 稗貫郡大迫町 料理店を買収移築（1945 年）
病院 土沢地方病院 和賀郡土沢町 新築（1946 年）
病院 大原地方病院 東磐井郡大原町 新築（1946 年）
病院 一関産婦人科病院 西磐井郡一関町 （1946 年）
診療所 江釣子診療所 和賀郡江釣子村 建物を借入れ（1945 年）
診療所 吉里吉里診療所 上閉伊郡大槌町 建物を借入れ（1945 年）
診療所 重茂診療所 下閉伊郡重茂村 建物を借入れ（1945 年）
診療所 平泉診療所 西磐井郡平泉村 （1945 年）
診療所 田頭診療所 岩手郡田頭村 新築（1946 年）
診療所 黄海診療所 東磐井郡黄海村 建物を借入れ（1946 年）
診療所 矢作診療所 気仙郡矢作村 建物を借入れ（1946 年）
診療所 普代診療所 下閉伊郡普代村 建物を借入れ（1946 年）
診療所 佐比内診療所 紫波郡佐比内村 建物を借入れ（1946 年）
診療所 奥玉診療所 東磐井郡奥玉村 建物を借入れ（1946 年）
診療所 安渡診療所 上閉伊郡大槌町 （1946 年）
産院 花巻産院 稗貫郡花巻町 貸座敷業建物を買収（1944 年）
産院 久慈産院 九戸郡久慈町 料理店を買収（1944 年）
産院 杜陵産院 盛岡市 借入れ（1946 年）
療養所 大沢温泉療養所 稗貫郡湯口村 温泉旅館を借入れ（1945 年）
療養所 花巻療養所 稗貫郡花巻町 新築（1946 年）
奨健寮 金田一奨健寮 二戸郡金田一村 温泉旅館を買収（1944 年）
奨健寮 繋奨健寮 岩手郡御所村 温泉旅館を借入れ（1945 年）
奨健寮 和賀奨健寮 和賀郡黒沢尻町 料理店を買収（1945 年）
奨健寮 気仙奨健寮 気仙郡盛町 料理店を買収（1945 年）





















































































＊ 2 個人立 構成比
国立・都道府
県立・市町村立 法人立 個人立
全国 3,796 391 209 445 1,306 1,445 全国 27.5% 34.4% 38.1%
北海道 277 23 18 61 93 82 北海道 36.8% 33.6% 29.6%
青森 44 10 1 7 19 7 青森 40.9% 43.2% 15.9%
岩手 62 5 25 12 14 6 岩手 67.7% 22.6% 9.7%
宮城 88 12 1 14 20 41 宮城 30.7% 22.7% 46.6%
秋田 42 5 2 7 19 9 秋田 33.3% 45.2% 21.4%
山形 36 4 1 9 12 10 山形 38.9% 33.3% 27.8%
福島 70 5 10 3 21 31 福島 25.7% 30.0% 44.3%
茨城 76 6 1 1 34 34 茨城 10.5% 44.7% 44.7%
栃木 53 6 0 5 23 19 栃木 20.8% 43.4% 35.8%
群馬 47 8 1 4 18 16 群馬 27.7% 38.3% 34.0%
埼玉 128 4 0 7 21 96 埼玉 8.6% 16.4% 75.0%
千葉 121 13 1 8 40 59 千葉 18.2% 33.1% 48.8%
東京 309 27 21 8 130 123 東京 18.1% 42.1% 39.8%
神奈川 127 9 6 9 65 38 神奈川 18.9% 51.2% 29.9%
新潟 86 13 13 3 24 23 新潟 33.7% 27.9% 26.7%
富山 57 3 3 8 15 28 富山 24.6% 26.3% 49.1%
石川 69 11 2 6 19 31 石川 27.5% 27.5% 44.9%
福井 32 4 3 3 7 15 福井 31.3% 21.9% 46.9%
山梨 24 2 3 4 11 4 山梨 37.5% 45.8% 16.7%
長野 83 10 4 3 31 35 長野 20.5% 37.3% 42.2%
岐阜 63 7 5 12 19 20 岐阜 38.1% 30.2% 31.7%
静岡 72 13 1 13 29 16 静岡 37.5% 40.3% 22.2%
愛知 190 14 4 30 58 84 愛知 25.3% 30.5% 44.2%
三重 76 7 7 9 16 37 三重 30.3% 21.1% 48.7%
滋賀 30 4 1 9 11 5 滋賀 46.7% 36.7% 16.7%
京都 98 11 6 6 48 27 京都 23.5% 49.0% 27.6%
大阪 207 13 3 35 87 69 大阪 24.6% 42.0% 33.3%
兵庫 154 14 7 26 46 61 兵庫 30.5% 29.9% 39.6%
奈良 22 3 3 1 9 6 奈良 31.8% 40.9% 27.3%
和歌山 29 4 1 12 8 4 和歌山 58.6% 27.6% 13.8%
鳥取 19 7 2 2 6 2 鳥取 57.9% 31.6% 10.5%
島根 25 4 1 3 8 9 島根 32.0% 32.0% 36.0%
岡山 94 8 2 17 16 51 岡山 28.7% 17.0% 54.3%
広島 108 11 11 8 27 51 広島 27.8% 25.0% 47.2%
山口 86 10 5 11 38 22 山口 30.2% 44.2% 25.6%
徳島 35 5 0 7 14 9 徳島 34.3% 40.0% 25.7%
香川 47 6 4 3 19 15 香川 27.7% 40.4% 31.9%
愛媛 50 4 4 8 17 17 愛媛 32.0% 34.0% 34.0%
高知 42 2 4 4 7 25 高知 23.8% 16.7% 59.5%
福岡 168 20 4 14 74 56 福岡 22.6% 44.0% 33.3%
佐賀 60 6 2 5 17 30 佐賀 21.7% 28.3% 50.0%
長崎 67 9 3 11 27 17 長崎 34.3% 40.3% 25.4%
熊本 80 11 1 8 24 36 熊本 25.0% 30.0% 45.0%
大分 37 7 3 2 8 17 大分 32.4% 21.6% 45.9%
宮崎 48 3 4 3 20 18 宮崎 20.8% 41.7% 37.5%
鹿児島 58 8 5 4 7 34 鹿児島 29.3% 12.1% 58.6%
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連合会との一体々制









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（ マ マ ）
採を強制してお
らず、五〇床以下の病院はもちろん、三分の一
の病院は赤字を必至とする環境にある関係もあ
り、総合経済で全体をカバーする方針であるこ
とは、厚生連の場合と変りがない」59と評価せ
ざるを得なかったのである。したがって、戦後
岩手県の医療供給に果たした「県営医療」の役
割は、積極的に評価しなければならない。
と同時に、国保運動勢力が批判した「医療と
保険
0 0
」あるいは「医療と保健
0 0
」の分断を固定化
したという問題は、戦後岩手県における「県営
医療」の限界として適切に位置付ける必要があ
ろう。
さて、21世紀に入り「地域医療の崩壊」が
全国的に問題化するなか、岩手県でも「県営医
療」の縮小再編が現実のものとして進行してい
る。病院の統廃合や診療所への格下げによって、
高度医療や救急医療の拠点を集約化する政策動
向が着々と実行されている。これは県財政の困
難だけでなく、医師をはじめとする医療従事者
数の絶対的不足および地域的偏在という差し
迫った問題に対する不可避の対応という面が少
― 148 ―
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なくない。さらに岩手県では、東日本大震災に
よって壊滅的な被害を蒙った沿岸部の医療の再
構築という新たな課題まで抱え込むことになっ
た。
しかしながら、こうした困難な現状において
こそ、「医療と保険
0 0
の一体化」「医療と保健
0 0
の一
体化」という戦前以来「岩手の医療」が追及し
てきた理念を想起し、新たな医療システムの構
築に反映することが求められるのではなかろう
か。
1 　 高岡裕之「近現代日本の地域医療と岩手の
医療保健運動」（大門正克ほか編『「生存」の東
北史 歴史から問う3・11』大月書店、2013年）。
2 　 それを端的に表現しているのは、雑誌『岩
手の保健』（岩手県国民健康保険団体連合会発
行）の編集者として高い評価を得ていた大牟羅
良へのインタビューである。「「岩手の医療」は
とりもどせるか 大牟羅良氏に聞く」（朝日新聞
社編『朝日市民教室―日本の医療 7 どう医療を
よくするか』朝日新聞社、1973年）189～190
頁において、大牟羅は「医療の商品性、営利性
を否定し、病人の多くなることを望まない医
療」を「岩手の医療」の特徴として挙げている。
3 　「医療」と他の傷病への対処方法との関係に
ついては、中村一成「戦前・戦時の都市民衆と
医療―東京市の事例から―」（『民衆史研究』第
75号、2008年5月）を参照。
4 　猪飼周平『病院の世紀の理論』（有斐閣、
2010年）。
5 　こうした状況は戦後になっても変わっていな
かった例として、土田守「どうして田舎に医者
は来ないのか」（岩手県地域医療研究会編『い
わての保健活動の歩み』岩手県国民健康保険団
体連合会、1972年）269～274頁を参照。
6 　前掲、猪飼『病院の世紀の理論』第4章。
7 　医療利用組合についての研究は多いが、ここ
ではさしあたり高橋新太郎が執筆した『協同組
合を中心とする日本農民医療運動史　前編通
史』（全国厚生連、1968年）、および長年の研
究を集大成した青木郁夫『医療利用組合運動と
保健国策』（高菅出版、2017年）を挙げるにと
どめる。
8 　青原村産業組合が医療利用組合の嚆矢である
ことは様々な文献が言及することであるが、同
組合のその後や、同地域における医療供給を総
合的に明らかにする研究はこれまでなかった。
その課題を検討したものとして、中村一成「近
代日本の農山村における病院医療供給と地域社
会―名望家から産業組合へ―」（『歴史と経済』
第134号、2017年1月）を参照。
9 　東青病院については、さしあたり川内淳史
「広区域単営医療組合の存立形態と地域社会―
青森市・東青病院を中心に」『大原社会問題研
究所雑誌』（第630号、2011年4月）を参照。
10 　『岩手医薬連医療施設概要』（保証責任岩手県
医薬販売購買利用組合連合会、1941年）7頁。
11 　同前。
12 　当初の医師が誰であったかは不明であるが、
1936年2月13日には成澤茂（1918年仙台医専
卒）が赴任している。「事業報告書」（保証責任
奥玉信用購買販売利用組合、1937年5月18日、
岩手県庁所蔵）。
13 　前掲、『岩手医薬連医療施設概要』8頁。
14 　「実費診療」の理念については、さしあたり
高岡裕之「医療問題の社会的成立―第一次世界
大戦後の医療と社会」（『歴史科学』131、1993
年2月）を参照。
15 　広区域医療利用組合の多くは、「信用」「購
買」「販売」「利用」の四種事業のうち、医療施
設の「利用」事業と医薬品の「購買」事業を兼
営することから、「購買利用組合」の組織を
とった。
16 　農山漁村経済更生運動と産業組合拡充運動に
ついての研究は多いが、ここではさしあたり大
門正克『近代日本と農村社会』（日本経済評論
社、1994年）、森武麿『戦時日本農村社会の研
究』（東京大学出版会、1999年）を参照。
17 　広区域医療利用組合と医療利用組合連合会の
組織形態を発展段階的に捉える見方については、
前掲『協同組合を中心とする日本農民医療運動
史　前編・通史』第3～5章を参照。
18 　『岩手県農業協同組合史』（同編纂委員会、
1969年）330～331頁。
19 　【図表３】および『岩手県史　第10巻　近代
戦後「岩手の医療」における「医療と保険の一体化」
― 149 ―
篇5』（岩手県、1965年）999～1110頁。
20 　中村一成「日本医療団と「公的医療機関」」
（『年報・日本現代史』第11号、2006年5月）
329～330頁。
21 　以下の日本医療団および旧県立医療施設につ
いての記述は、とくに断らない限り『岩手県立
病院三十年のあゆみ』（岩手県医療局、1981年）
による。同書は各県立病院から詳細な資料を集
めて執筆された大著であるが、その原資料は所
在不明となっている。
22 　日本医療団の解体過程とそこに現れた戦後医
療の諸構想については、高岡裕之「占領下医療
「民主化」の原像―日本医療団の解体過程―」
（プランゲ文庫展記録集編集委員会編『占領期
の言論・出版と文化―〈プランゲ文庫〉展・シ
ンポジウムの記録』早稲田大学・立命館大学、
2000年）を参照。
23 　日本医療団医療施設の県移管過程について、
新潟県における事例を扱った前掲、中村一成
「日本医療団と「公的医療機関」」を参照。
24 　国保連は1941年12月の発足当初は岩手県国
民健康保険組合連合会と称したが、1948年の
国民健康保険法改正により、同年7月に岩手県
国民健康保険団体連合会と改称した。『岩手の
国保五十年史』（岩手県国民健康保険団体連合
会、1988年）392頁。本稿での表記はいずれも
「国保連」として統一する。
25 　『厚生省五十年史 記述篇』（厚生問題研究会、
1988年）679～680頁。
26 　『秋田県厚生連三十年事業史』（秋田県厚生農
業協同組合連合会、1982年）101～103頁。
27 　『年史』（新潟県厚生農業協同組合連合会、
1985年）77頁。新潟県生産農業協同組合連合
会は1952年に新潟県厚生農業協同組合連合会
となる。
28 　さしあたり、長野県下伊那郡飯田町における
私立飯田病院が移転拡張する際、郡範囲で広く
出資を募ったほか、移転拡張事業そのものも地
域の有力者が実務を担っていた事例を扱った中
村一成「疾病・医療と飯田病院」（飯田市歴史
研究所編『飯田・上飯田の歴史（下）』飯田市
教育委員会、2013年）を参照。
29 　『岩手国保十五年のあゆみ』（岩手県国民健康
保険団体連合会、1953年）22～23頁。なお、
同資料は1930年代以降の岩手の医療運動およ
び医療政策をリードした佐藤公一により執筆・
編集されたものであり、貴重な証言を多く含ん
でいる。
30 　同前、7頁。
31 　このほか、漁業組合による代行組合および特
別組合（警察官吏家族国民健康保険組合）がそ
れぞれ一つずつあった。前掲『岩手国保十五年
のあゆみ』7頁。
32 　『岩手県医薬連医療施設概要』（保障責任岩手
県医薬購買販売利用組合連合会、1941年）25頁。
前掲『岩手県農業協同組合史』183頁。
33 　「昭和二十二年度事業計画書」（岩手県国民健
康保険団体連合会所蔵）。
34 　同前。
35 　「公的医療機関」は、法的には1948年に公布
された医療法において規定され、その開設者と
しては都道府県・市町村のほかに、1951年に
日本赤十字社、済生会、厚生連などが告示され
た。『厚生省五十年史　記述篇』（厚生問題研究
会、1988年）684～686頁。敗戦直後から1950
年代前半にかけて、厚生省は医療機関整備にあ
たって「公的医療機関」を重視する方針をとっ
ていた。
36 　前掲、「昭和二十二年度事業計画書」。
37 　岩手県国民健康保険団体連合会「昭和二十三
年度事業報告書」（岩手県国民健康保険団体連
合会所蔵）。
38 　同前。
39 　その経緯は厚生連によって「県有医療機関問
題経過概況書」としてまとめられた（前掲『岩
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